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（様式2） 

教育委員会（議案･報告）第 5号 

（所 管）学校教育部  生徒指導課 

件  名 
市長からの意見聴取(堺市いじめ防止等対策推進委員会条例の一部を改正する

条例及び堺市いじめ重大事態調査委員会条例)について 

提 案 理 由 

堺市いじめ防止等対策推進委員会条例の一部を改正する条例及び堺市いじめ重

大事態調査委員会条例を令和 5年第 1回市議会（定例会）に提案するに当た

り、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29 条の規定により市長から意

見を求められたため、本件を上程するものである。 

なお、本件は教育委員会の議決事項であるが、教育委員会の会議を開く暇がな

かったため、教育長に対する事務委任等に関する規則第 4条第 1項の規定によ

り、令和 5年 2月 2日に教育長において臨時に代理したので、報告するもので

ある。 

 

議案（報告）の 

概要又は要旨 

1 改正及び制定の趣旨 

① 堺市いじめ防止等対策推進委員会条例の一部を改正する条例 

堺市いじめ防止等対策推進委員会では、いじめ防止対策推進法（平成 25

年法律第 71 号）第 28条第 1項に規定する重大事態に係る調査の比重が大

きく、近年、同法第 12条に規定する本市のいじめ防止基本方針に基づくい

じめの防止等のための対策に関する調査審議が十分に実施できていない。

今後、本市におけるいじめの未然防止及び早期発見に資する取組の充実を

図るため、その所掌事務等について見直しを行うこととし、所要の改正を

行うもの。 

② 堺市いじめ重大事態調査委員会条例 

いじめ防止対策推進法（平成 25 年法律第 71 号）第 14 条第 3項及び第 28

条第 1項の規定に基づき、同項に規定する重大事態に係る事項を調査する

ため、本市教育委員会に堺市いじめ重大事態調査委員会を設置することと

し、本条例を制定するもの。 
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2 改正及び制定の内容 

① 堺市いじめ防止等対策推進委員会条例の一部を改正する条例 

（1）委員会の所掌事務の規定からいじめ防止対策推進法第 28 条第 1項に規

定する重大事態に関する事項に係る調査審議を削る。 

（2）（1）の調査に対する報酬額に関する規定を削る。 

（3）委員会の委員及び特別委員並びに出席者に係る守秘義務について、教育

委員会規則に規定しているものを条例において規定する。 

② 堺市いじめ重大事態調査委員会条例 

堺市いじめ重大事態調査委員会を設置するに当たり、必要な次の事項を

規定する。 

(1) 設置及び所掌事務に関する事項 

  (2) 組織及び委員の任期に関する事項 

  (3) 特別委員に関する事項 

(4) 報酬に関する事項 

  (5) 委員長に関する事項 

  (6) 会議及び部会並びに関係者の出席に関する事項 

(7) 守秘義務に関する事項 

3 施行期日 

  令和 5年 4月 1日 

備 考 
 

議決後必要と 

なる取組 

この案件の教育委員会議決後は、 

□ 上記案により、公布する。 

□ 令和  年 第  回市議会（定例会・臨時会）に提出する議案につい

ては、異議がないものとして回答する。 

■ その他（教育長の臨時代理により、異議がないものとして回答済であ 

る。） 
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報告第 5号                              

 
 
 
 
 

市長からの意見聴取(堺市いじめ防止等対策推進委員会条例の一部を改正する条例 

及び堺市いじめ重大事態調査委員会条例)について 
 
 
 
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29 条の規定により、市長から意見を求 

められた、次の案件のうち、教育委員会の所管に係る部分については、異議がないも 

のとして、教育長に対する事務委任等に関する規則第 4条第 1項の規定に基づき、令和 5

年 2月 2日に教育長において臨時に代理したので報告する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令 和 5 年 2 月 21 日 

堺 市 教 育 委 員 会 

教育長  粟井  明彦 

 

 



 

 

 

堺市いじめ防止等対策推進委員会条例の一部 

を改正する条例 

 

 堺市いじめ防止等対策推進委員会条例（平成２６年条例第３９号）の一部を次のように

改正する。 

第１条中「及び第２８条第１項」を削る。 

第２条を次のように改める。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、教育委員会の諮問に応じ、法第１２条に規定する本市のいじめ防止基

本方針に基づくいじめの防止等のための対策に関する事項について調査審議する。 

第６条を削り、第７条を第６条とする。 

第８条第４項を削り、同条を第７条とし、第９条を第８条とし、同条の次に次の１条を

加える。 

（守秘義務） 

第９条 委員会の委員及び特別委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その

職を退いた後も同様とする。 

２ 前条の規定により会議に出席した者は、会議において知り得た秘密を漏らしてはなら

ない。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行前に、この条例による改正前の堺市いじめ防止等対策推進委員会条例

第２条第２号の規定により堺市いじめ防止等対策推進委員会に対してなされた諮問で

あって、この条例の施行の際当該諮問に対する答申がなされていないものについては、

なお従前の例による。 
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堺市いじめ防止等対策推進委員会条例（平成２６年条例第３９号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（設置） （設置） 

第１条 いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号。以下「法」

という。）第１４条第３項及び第２８条第１項の規定に基づき、本市

に堺市いじめ防止等対策推進委員会（以下「委員会」という。）を置

く。 

第１条 いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号。以下「法」

という。）第１４条第３項の規定に基づき、本市に堺市いじめ防止等

対策推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事務） （所掌事務） 

第２条 委員会は、教育委員会の諮問に応じ、次に掲げる事項について

調査審議する。 

第２条 委員会は、教育委員会の諮問に応じ、法第１２条に規定する本

市のいじめ防止基本方針に基づくいじめの防止等のための対策に関す

る事項について調査審議する。 

(1) 法第１２条に規定する本市のいじめ防止基本方針に基づくいじめ

の防止等のための対策に関する事項 

 

(2) 法第２８条第１項に規定する重大事態に関する事項  

（報酬）  

第６条 委員（特別委員を含む。）の報酬の額は、次の各号に掲げる調

査審議の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

（削除） (1) 第２条第２号に規定する事項に係る調査 １日につき３０，００

０円 

(2) 前号に掲げるもの以外の調査審議 １日につき１０，２００円 

（委員長） （委員長） 
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第７条 （略） 第６条 （略） 

（会議） （会議） 

第８条 １～３ （略） 第７条 １～３ （略） 

４ 第２条第２号に規定する事項を調査審議する場合において、委員が

次の各号のいずれかに該当するときは、当該委員は、当該事項に係る

議事に加わることができない。 
（削除） 

(1) ３親等以内の親族が当該事項の当事者であるとき。 

(2) 前号に掲げるときのほか、公平性又は中立性の確保において支障

を生じさせるおそれがあると委員会が認めるとき。 

（関係者の出席） （関係者の出席） 

第９条 （略） 第８条 （略） 

 （守秘義務） 

（新設） 

第９条 委員会の委員及び特別委員は、職務上知り得た秘密を漏らして

はならない。その職を退いた後も同様とする。 

２ 前条の規定により会議に出席した者は、会議において知り得た秘密

を漏らしてはならない。 

 

 



 

 

 

 

堺市いじめ重大事態調査委員会条例 

 
（設置） 

第１条 いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号。以下「法」という。）第１４

条第３項及び第２８条第１項の規定に基づき、本市に堺市いじめ重大事態調査委員会

（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、教育委員会の諮問に応じ、法第２８条第１項に規定する重大事態（以

下単に「重大事態」という。）に関する事項について調査審議する。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、法律、医療、心理、福祉、教育等に関し専門的な知識及び経験を有する者の

うちから、教育委員会が委嘱する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（特別委員） 

第５条 教育委員会は、特別の事項を調査審議させるため必要があると認めるときは、委

員会に特別委員を置くことができる。 

２ 特別委員は、学識経験を有する者その他教育委員会が適当と認める者のうちから、教

育委員会が委嘱する。 

３ 特別委員は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解嘱されたものと

する。 

 （報酬） 

第６条 委員（特別委員を含む。）の報酬の額は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各

号に定める額とする。 

(1) 児童若しくは生徒（以下「児童等」という。）、教職員、児童等の保護者その他委

員会が必要と認める者に対する聴取等による調査又は当該調査に係る結果の検証若し

くは報告書の作成を行う場合 １日につき３０，０００円 



 

 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 １日につき１０，２００円 

（委員長） 

第７条 委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指名する

委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第８条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

２ 委員会は、委員（議事に関係のある特別委員を含む。以下この条において同じ。）の

過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

４ 第２条に規定する事項を調査審議する場合において、委員が次の各号のいずれかに該

当するときは、当該委員は、当該事項に係る議事に加わることができない。 

(1) ３親等以内の親族が当該事項の当事者であるとき。 

(2) 前号に掲げるときのほか、公平性又は中立性の確保において支障を生じさせるおそ

れがあると委員会が認めるとき。 

 （部会） 

第９条 委員会は、重大事態に係る事実関係を明確にするための調査に関する事務を行わ

せるため、当該重大事態ごとに調査部会を置くことができる。 

２ 委員会は、その定めるところにより、調査部会の決議をもって委員会の決議とするこ

とができる。 

（関係者の出席） 

第１０条 委員長は、必要があると認めるときは、委員会の議事に関係のある者の出席を

求め、その意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（守秘義務） 

第１１条 委員会の委員及び特別委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。そ

の職を退いた後も同様とする。 

２ 前条の規定により会議に出席した者は、会議において知り得た秘密を漏らしてはなら

ない。 

（委任） 



 

 

第１２条 この条例に定めるもののほか、委員会の組織及び運営について必要な事項は、

教育委員会規則で定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行後及び委員の任期満了後最初に行われる委員会の会議の招集は、第８

条第１項の規定にかかわらず、教育委員会が行う。 

 






